
液状化対策工法の検討 

 

1.  液状 化対策工法に ついて  

 

（ 1）液状化 の発生抑制 の原理と対策 方法お よび対策工法  

 

液状 化の発生を抑 制する には、  

①  地盤 の液状化強度 を増大 させる  

②  地盤 内の応力・変 形に関 する条件や間 隙水圧 に関する境界 条件を 液状化し難

いも のにさせる。  

こと が考えられ、 その原 理は以下に示 すもの が挙げられる 。  

 

【液 状化強度の増大】  

①  密度 の増大  

②  液状 化しにくい粒 度分布  

③  土粒 子骨格の安定 化  

④  飽和 度の低下  

 

【応 力・変形およ び間隙 水圧に関する 条件の 改良】  

⑤  過剰 間隙水圧を速 やかに 消散  

⑥  液状 化した周辺か らの過 剰間隙水圧の 遮断  

⑦  初期 有効応力を増 大させ ることにより、せん 断応力の初期 有効応 力に対する

比を 低下  

⑧  地震 時に生じるせ ん断変 形の抑制  

 

液状 化の発生を抑 制する 原理と工法を 図 .1 に示す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10.1 液状化の発生を抑制する対策の原理と工法 

出展「地盤工学・実務シリーズ18 液状化対策工法 社）地盤工学会」 
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（ 2）道路と 宅地の一体 的な液状化対 策に適 用可能な液状 化対策 工法について  

道路と宅地の一体的な液状化対策工法として、国土交通省のガイダンスとして示されているものは、下

記に示す「地下水位低下工法」および「格子状地中壁工法」である。また、家屋に隣接して十分なスペー

スが確保できる場合には、曳き家をした宅地の改良を行うことも考えられる。 

 

 

 

 

 

工法名 特徴 イメージ図 適用性 施工性 経済性 備考 

地下水低

下工法 

地下水位を低下させ、非液状化

層厚を増大させるとともに、地

下水位以深における拘束圧が

増大し、液状化強度を大きくす

る。 

 

粘土層が堆積する地盤

条件においては、圧密

沈下が懸念される。 

道路直下に、ドレーン管を埋設

し、周辺の地下水位を集水、自

然流下によって地下水位を低下

させる方式（自然流下方式）と、

地盤内に止水壁を打設し、揚水

井戸を設けポンプによって水を

汲み上げる方式（汲み上げ井戸

方式）がある。いずれも道路部

分のみで施工が完結する。 

道路部のみの施工であ

ることから、宅地部分

の費用はわずかである

と想定される。 

維持管理費等の官民費

用分担については検討

が必要である。 

兵庫県尼崎市、

柏崎市の住宅

地の液状化対

策として実施

された事例が

ある。 

格子状地

中壁工法 

地中に柱列状の固化壁を造成

し、これらを格子状に配置し液

状化地盤を囲い込むことで、地

盤のせん断変形を抑止し液状

化を抑制する工法である。 

 

     

竹中工務店HP参照

施工可能な格子間隔に

よっては、せん断変形

抑止効果が期待できな

い場合がある。 

宅地と宅地の境界に施工する場

合、高圧噴射工法を採用する。

幅1m以上の施工スペースが必要

である。 

施工ヤードを設けるために、宅

地と宅地の境界の塀や植栽の撤

去が必要な場合がある。 

道路部および宅地と宅

地の境界において施工

する必要がある。宅地

部分については、所有

者が負担する必要があ

るため、格子間隔によ

っては高額になる場合

がある。 

宅地での施工

実績がない。 

曳き家工

法＋ 

表層地盤

改良（柱

状改良）

工法 

曳き家し、一体を更地状態にす

る。軟弱地盤中にセメント系固

化材を注入・攪拌し柱状の改良

杭を作る工法である。改良深度

を調整することにより、非液状

化層厚を設定することができ

る。良好な地盤まで改良した場

合には、液状化による建物の沈

下を抑制することができる。  

液状化対象層厚によっ

ては適用が難しい場合

がある。 

更地状態にすることにより、施

工スペース等の問題が少ない。 

曳き家の費用が必要と

なる。また、宅地部分

の施工に対して、所有

者の費用負担が発生す

る。 

 

表-10.1 道路と宅地の一体的な液状化対策に適用可能な液状化対策工法 
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（ 3）市街地 液状化対策 事業の検討委 員会毎 の液状化対策 工法検 討状況  

検討委員会を設置している11自治体について、液状化対策工法の検討状況を下記にまとめた。 

主に地下水位低下工法について検討しているのは、潮来市、神栖市、久喜市であり、いずれも実証実験

等を行っている。また、格子状地中壁工法を検討しているのは、浦安市のみである。その他の工法として、

我孫子市では、締め固め工法を検討している。 

 

 

 

 

 

 

自治体名 委員会開催情報 液状化対策工法の検討 金額 

ひたちなか市 ひたちなか市液状化対策検討委員会 HP掲載情報なし  

鹿嶋市 鹿嶋市液状化対策検討委員会 HP掲載情報なし  

潮来市 潮来市液状化対策検討委員会 

日の出地区を対象に地下水低下工法を選定 

（実証実験を実施し、その結果をうけ、地下水位低下工法を採用し

た。） 

 

 

稲敷市 
稲敷市市街地液状化対策事業計画策定検討

委員会 

液状化対策工法検討中  

神栖市 神栖市液状化対策検討委員会 

鰐川、堀割１・２丁目地区：地下水低下工法を選定（合意形成中） 

堀割３丁目地区：地下水低下工法を選定（合意形成中） 

豊田・昭田地区：液状化対策について検討中 

深芝・平泉地区：液状化対策について検討中 

深芝南・平泉東地区：平泉東地内において、不飽和化工法の実証実験中 

その他地区：地盤調査中 

※詳細な検討結果については、公開されていない。 

 

旭市 旭市液状化対策検討委員会 液状化対策工法検討中  

浦安市 
浦安市液状化対策実現可能性技術検討委員

会 

格子状地中壁工法で確定（合意形成中） 

液状化対策の有効性については、FL値を用いて評価している。 

  

概算工事費：約7億円～9億円/地区（1街区=20戸と

し5街区で100戸） 

そのうち、個人負担は100万円～200万円 

 

 

表10-2（a） 検討委員会毎の液状化対策工法検討状況（その１） 

10-3



 

自治体名 委員会開催情報 液状化対策工法の検討 金額 

我孫子市 我孫子市液状化対策検討委員会 

地下水位低下工法(自然流下)は、地下水低下に伴う宅地地盤の影響が懸念され、また暗渠配水管の施工が困

難であることから、採用できないこととなった。格子状地中壁工法については、多大な住民負担が生じるた

め採用できないこととなった。 

 

調査地区においては全壊家屋の撤去が始まり、空地が多数点在している状況であるため、宅地と公共施設の

一体的な液状化対策として、更地に対して特に有効な締固め工法の採用を検討中。 

（道路部直下および建物直下では、静的圧入締固め工法を採用し、更地部では静的締固め砂杭工法を採用す

る）。 

 

補足：地下水低下の影響について検討した結果、Dcy=10cm未満、PL=5cm程度未満、地下水低下に伴う沈下量

=30cm程度、沈下時間は、残留沈下量3cmまで約1100日必要、という検証結果となった。 

締固め工法（1宅地、200m2当） 

概算工事費：2億円/ha程度 

維持管理費：不要 

住民負担：◎300万円程度(建物有) 

※建物1F床面積100m2当 

※3万円/m2(1F床面積) 

◎150万円程度(更地) 

※7.5万円/m2 

千葉市 千葉市液状化対策推進委員会 地下水低下工法（自然流下）と深層混合処理工法（格子改良）について検討中  

習志野市 習志野市液状化対策検討委員会 
格子状地中壁工法を主体に検討中。 

地震応答解析により対策効果を検討する予定。 

 

久喜市 久喜市液状化対策検討委員会 

地下水低下工法について実証実験中 

 

 

 

 

 

 

 

表10-2（b） 検討委員会毎の液状化対策工法検討状況（その２） 
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２．対策工法の検討目的 

東日本大震災により液状化被害を受けた家屋を対象に、再度の液状化による被害の抑制を図るため、

考慮する地震動と目標性能を設定し、地盤条件や街区の条件等を考慮した経済的で所要の対策効果が得

られる工法を得ることを目的とする。 

３．対策工法の検討方針 

一般住宅へ適用可能な液状化対策工法としては、多く区分けて以下の 2 つの方法がある。 
① 地下水位低下工法 
② 格子状地中壁工法 
これらの工法については、地盤条件により適・不適があることから、最初に国総研の簡易評価シート

を用い、工法の適用可能性の目安を得ることとする。次に、検討地点に適した工法について、対策効果

を定量的に評価できる方法により詳細な検討を実施する。 

４．対策工法の検討フロー 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

５．対策工法の検討において考慮する地震動と目標性能の設定 

（１）対策工法の検討において考慮する地震動 

ガイダンス案においては、想定地震動の大きさについて以下のように示されている。 
出典：液状化被災市街地における地下水位低下工法の検討・調査について（ガイダンス(案)） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この中では、以下の考えが示されている。 
・ 公共施設における要求水準と宅地における要求水準に一定の整合性が求められる。 
・ 一体的な対策を考える場合、まずは中程度の揺れに対して安全性が確保されることが重要。 
・ 中程度のゆれに対して家屋に軽微な損傷が生じる程度を目安とする。 
 
 
 
 
 
 
対策工法の検討において考慮する地震動を含めた液状化の検討に用いる地震動のまとめを表-10.3 に

示す。 
 
 

考慮する地震動と目標性能の設定 

国総研簡易評価シートによる工法適用可能性の検討 
・ 地下水位低下工法 
・ 格子状地中壁工法 

必要に応じて以下の解析を実施 
・ 2 次元 FEM 圧密沈下解析による地下水

位低下時の地表面沈下量と傾斜の算定 
・ 2 次元 FEM 地震応答解析（等価線形）に

よる FL の算定 
・ 地表面沈下量の算定 

↓ 
要求性能を満足するドレーンの算定 
 

・ 2 次元 FEM 地震応答解析（等価線形）に

よる FL の算定 
・ 地表面沈下量の算定 

↓ 
要求性能を満足する改良仕様の算定 
 

図-10.2 対策工法の検討フロー 

地下水位低下工法 格子状地中壁工法 

本検討では、上記事項を考慮し、中程度の揺れに対する家屋の安全性を確保することとし、対策工法の検討

に対して以下の地震動を考慮する。 
・ タイプ１：200gal、M7.5（中地震による中程度の揺れ） 
・ タイプ 2：200gal、M9.0（巨大地震による中程度の揺れ） 

Start 

End 
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設定地震動 設定理由 設定地震動 設定理由
液状化の検証 東日本大震災 佐原 αmax＝254ga

（0.65αmax＝165gal）
佐原地区内の香取市役所における観測記
録（地表最大加速度）を用いる。

⑦佐原（台地部）の地表での観測記録を基
盤面に引き戻した波形

市役所位置の地盤は表層が厚いため、
良好な地盤である佐原（台地部）で引き
戻し計算を実施する。

小見川 αmax＝173gal
（0.65αmax＝113gal）

小見川地区では、観測記録が得られてい
ない。このため、近傍の小見川支所の観
測記録（地表最大加速度）を用いる。

④小見川支所の地表での観測記録を基盤
面に引き戻した波形

小見川地区では、観測記録が得られて
いない。このため、近傍の小見川支所の
観測記録での引き戻し計算を行う。

府馬 αmax＝399gal
（0.65αmax＝259gal）

府馬地区では、観測記録が得られていな
い。このため、近傍の山田支所の観測記
録（地表最大加速度）を用いる。

③山田支所の地表での観測記録を基盤面
に引き戻した波形

府馬地区では、観測記録が得られてい
ない。このため、近傍の山田支所の観測
記録での引き戻し計算を行う。

利根川以北 αmax＝254gal
（0.65αmax＝165gal）

利根川以北では、観測記録が得られてい
ない。このため、近傍の香取市役所の観
測記録（地表最大加速度）を用いる。

⑦佐原（台地部）の地表での観測記録を基
盤面に引き戻した波形

利根川以北では、観測記録が得られて
いない。このため、近傍の佐原（台地部）
の観測記録での引き戻し計算を行う。

再液状化の検討 タイプ１ 佐原 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

中地震による中程度の揺れ 小見川 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

府馬 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

利根川以北 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

タイプ２ 佐原 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

巨大地震による中程度の揺れ 小見川 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

府馬 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

利根川以北 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

タイプ３ 佐原 地表最大加速度350gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（終局限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

直下型地震による大きな揺れ 小見川 地表最大加速度350gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（終局限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

府馬 地表最大加速度350gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（終局限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

利根川以北 地表最大加速度350gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（終局限界状態検
討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

液状化対策検討
タイプ１ 佐原 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検

討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波
中地震による中程度の揺れ 小見川 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検

討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波
府馬 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検

討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波
利根川以北 地表最大加速度200gal、M7.5 建築基礎構造設計指針（損傷限界状態検

討用）基盤加速度応答スペクトルの適合波

タイプ２ 佐原 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

巨大地震による中程度の揺れ 小見川 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

東日本大震災相当 府馬 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

利根川以北 地表最大加速度200gal、M9.0 液状化の検証用加速度時刻歴波形

ガイダンス(案）では、基盤における地震
動は示されていない。
「建築基礎構造設計指針」では、損傷限
界状態検討用地震動として、工学的基盤
面での加速度応答スペクトルが示されて
いる。タイプ１地震動は、損傷限界状態
検討用地震動に相当すると考えられるこ
とから、基盤加速度応答スペクトルに適
合する模擬波形を作成する。

東日本大震災相当の地震動であるが、佐
原地区以外は観測記録が得られていな
い。
液状化の検証では、対象地区近傍の地震
観測記録より地表最大加速度を設定した
が、液状化対策を考慮した場合、各地区で
地震動のレベルを合わせることが望まし
い。このため、ガイダンス(案）に示されたタ
イプ2の地表最大加速度と地震のマグニ
チュードとして設定する。

東日本大震災相当の地震動であり、各
地区近傍の地表面の地震観測記録より
基盤位置での引き戻し波形を用いる。

東日本大震災相当の地震動であり、各
地区近傍の地表面の地震観測記録より
基盤位置での引き戻し波形を用いる。

ガイダンス(案）では、基盤における地震
動は示されていない。
「建築基礎構造設計指針」では、損傷限
界状態検討用地震動として、工学的基盤
面での加速度応答スペクトルが示されて
いる。タイプ１地震動は、損傷限界状態
検討用地震動に相当すると考えられるこ
とから、基盤加速度応答スペクトルに適
合する模擬波形を作成する。

ガイダンス(案）に示された、タイプ３地震動
の地表最大加速度と地震のマグニチュー
ドとして設定。

ガイダンス(案）では、基盤における地震
動は示されていない。
「建築基礎構造設計指針」では、終局限
界状態検討用地震動として、工学的基盤
面での加速度応答スペクトルが示されて
いる。タイプ３地震動は、終局限界状態
検討用地震動に相当すると考えられるこ
とから、基盤加速度応答スペクトルに適
合する模擬波形を作成する。

・簡易法に用いる地震動
は、対象地区内あるいは
近傍における地震観測
記録の地表最大加速度
を用いる。
・詳細法に用いる地震動
は、対象地区近傍の地表
面での地震観測記録を
基盤への引き戻し計算に
より、基盤での時刻歴波
形を設定する。

･ガイダンス(案）に従い、
タイプ１、２、３の地震動
を設定する。
・検討地点の地域性を考
え、千葉県地震被害想定
調査で想定している地震
についても検討を行った
が、ガイダンス(案）に示さ
れたタイプ３の地震動に
包含されることから、再液
状化の検討にはタイプ
１、２、３を用いることとす
る。

・地下水位低下工法およ
び格子状地中壁工法の
検討・調査ガイダンス
(案）では、公共施設と宅
地の要求水準に一定の
整合性が求められること
を考慮して、中程度の揺
れに対して安全性を確保
することが重要であるとし
ている。このため、中地
震による中程度の揺れを
対象にしたタイプ１の地
震動を検討地震動として
設定する。
・また、今次災害に対す
る安全性も考慮して、東
日本大震災相当のタイプ
２地震動についても検討
地震動として設定する。

東日本大震災相当の地震動であるが、佐
原地区以外は観測記録が得られていな
い。液状化の検証では、対象地区近傍の
地震観測記録より地表最大加速度を設定
したが、液状化対策を考慮した場合、各地
区で地震動のレベルを合わせることが望
ましい。このため、ガイダンス(案）に示され
たタイプ2の地表最大加速度と地震のマグ
ニチュードとして設定する。

ガイダンス(案）に示された、タイプ１地震動
の地表最大加速度と地震のマグニチュー
ドとして設定。

ガイダンス(案）に示された、タイプ１地震動
の地表最大加速度と地震のマグニチュー
ドとして設定。

簡易法 詳細法（地震応答解析）
検討目的 対象地震 検討地点

地震動設定の
考え方

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表-10.3 液状化の検討に用いる地震動のまとめ 
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（２）対策工法における目標性能の設定 

ガイダンス案においては、液状化抑制効果の指標として以下の事項が示されている。 
・ 非液状化層厚（H1）の確保 
・ 地表変位（沈下）（Dcy）の抑制 
 
また、地下水位低下に伴う圧密沈下により、以下の問題が生じないこととしている。 
・ 建物の不同沈下による傾斜が生じない 
・ 長期にわたり宅地地盤が道路より高く、将来的に問題が生じない 

 
 １）非液状化層厚の確保 

非液状化層厚については、地下水位低下工法と格子状地中壁工法で目安位置が異なっており、おのお

の以下のように示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：液状化被災市街地における地下水位低下工法の検討・調査について（ガイダンス(案)）国土交通省都市局 H25.1 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：液状化被災市街地における格子状地中壁工法の検討・調査について（ガイダンス（案））国土交通省都市局 H25.4 

以上を踏まえ、本検討では目標性能として以下の非液状化層厚の確保を設定する。 
表-10.4 液状化対策工における目標性能としての非液状化層厚 H1 

対策工法 非液状化層厚 
H1 の値（ｍ） 

設定理由 

地下水位低下工法 ３ｍ以上 既往の研究成果より H1 を 3m 以上確保すれば、200gal
程度の揺れによる影響が少ないことによる。 

格子状地中壁工法 ５ｍ以上 格子状地中壁工法では、地下水位は対策前と同程度であ

り、めり込み沈下による影響を考慮し 5m 以上とした。 
 
２）地表変位 Dcy の抑制 
 地表変位の目安値としては、地下水位低下工法および格子状地中壁工法ともに以下の事項が示され

ている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：液状化被災市街地における地下水位低下工法の検討・調査について（ガイダンス(案)）国土交通省都市局 H25.1 
 
以上を踏まえ、本検討では目標性能として以下の地表変位の制限値を設定する。 

表-10.5 液状化対策工における目標性能としての地表変位 Dcy 
対策工法 地表変位 Dcy の値

（cm） 
設定理由 

地下水位低下工法

格子状地中壁工法

10cm 以下 地盤の変形を考慮した地表変位Dcy≦10cmとしたガイダ

ンス(案)に準拠 
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 ３）圧密沈下量の抑制 
圧密沈下に対しては、ガイダンス案において以下の事項が示されている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：液状化被災市街地における地下水位低下工法の検討・調査について（ガイダンス(案)） 

地下水位低下による圧密沈下については、建物の不同沈下による傾斜が生じないようにする必要があ

る。建物の不同沈下の算定は、FEM 解析などの詳細検討が必要になる。このため、本検討では表-6 に

示す沈下量の限度値の参考値を考慮し、布基礎を想定した標準値の沈下量 10cm を目安とする。 
詳細な検討を実施した場合の不同沈下については、表-7 および表-8 より不具合が見られないとされる

傾斜角３／１０００を目標値とする。 
表-10.6 地下水位低下工法における圧密沈下に対する目標値 

項目 目標値 設定理由 
圧密沈下量 10cm 以下 布基礎を想定した圧密沈下量の標準値 10cm として設定 

建築物傾斜角 3/1000 品確法技術的基準レベルー１相当の不具合が生じないと

見られるレベル 
 
 

 ４）対策工法における目標性能の設定のまとめ 
対策工法における目標性能を表-10.7 に示す。 

表-10.7 対策工法における目標性能 
項目 地下水位低下工法 格子状地中壁工法 

非液状化層厚（H1）の確保 3m 以上 5m 以上 
地表面沈下量 Dcy の制限 10cm 以内 10cm 以内 
圧密沈下量（⊿S）の抑制 10cm 以内（概略検討時） 

傾斜角 3/1000 以内（詳細検討時） 
－ 
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６．対策工法の検討方法 

（１）国総研簡易計算シート 

１）地下水位低下工法簡易計算シート 

国総研より地下水位低下工法について、地盤調査データと想定する地震規模を入力することにより、

地下水位を現状よりどれだけ低下させるかに対応した液状化対策の効果と、この工法の副作用である下

部粘性土層の圧密沈下量を簡単に算定できる以下のエクセルシートが提供されている。 
「地域で取り組む地盤の液状化対策のための地下水位低下の効果・影響簡易計算シート（試行版） 
                   2013.1 国土交通省 都市局・国土技術政策総合研究所」 
a)入力概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
b)結果概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※地下水位低下工法簡易計算シー

トで考慮する地震動は、地表面加速

度と地震のマグニチュードを任意

に設定可能 
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２）格子状地中壁簡易計算シート 

国総研より格子状地中壁工法について、地盤状況（N 値、液状化層厚、細粒分含有率など）と対策と

して適用する地中壁の格子の大きさや強度をプルダウンメニューから選択することによって液状化に

対する安全率（FL 値）と液状化による沈下量（Dcy 値）を簡単に算定できる以下のエクセルシートが

提供されている。 
「地域で取り組む地盤の液状化対策のための格子状地中壁工法の効果・影響簡易計算シート（試行版） 
                   2013.2 国土交通省 都市局・国土技術政策総合研究所」 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※格子状地中壁簡易計算シートで考慮する地震動は、以下の 2 種類 
・地震波 a（タイプ 2）：地表面加速度 200gal、マグニチュード 9.0 
・地震波 b（タイプ 3）：地表面加速度 350gal、マグニチュード 7.3 
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（２）2次元 FEM 圧密沈下解析 

2 次元 FEM 圧密沈下解析は、地下水位低下後の有効応力の増加に対する圧密沈下による地盤変形量

を算定することができる。これにより、地表面の沈下量や建物位置の傾斜角を算定できる。解析モデル

概念図を図-10.3 に示す。 
 
 

 
          
          
          
          
          
          
          
          
          
          
          

 
図-10.3 2 次元 FEM 圧密沈下解析モデル概念図 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）2次元 FEM 等価線形地震応答解析 

2 次元 FEM 等価線形地震応答解析は、地下水位低下後の地盤条件や格子状地中壁による拘束効果を

モデル化することができ、解析結果から地盤の液状化に対する安全率（FL 値）を算出することができ

る。解析モデル概念図を図-10.4 に示す。 
 
 
 
          
          
          
          
          
          
          
          
          
          
          

 
図-10.4 2 次元 FEM 等価線形地震応答解析モデル概念図 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

汲み上げ井戸 地中壁 当初水位 低下後の水位 
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